
（平成２３年１１月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

栃木厚生年金 事案 1760 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間②のうち、平成 12年８月１日から 13年７月１日までの

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を、12 年８月から 13 年６月までは 41 万円とすることが必要であ

る。 

 なお、事業主が、申立人に係る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月１日から同年 10月 1日まで 

② 平成 12年５月１日から 13年７月１日まで 

    ねんきん定期便を見ると、申立期間①について、標準報酬月額が大幅に下

がっているが、給料が下がった記憶は無い。                    

また、申立期間②について、標準報酬月額が下がっており、給与支払明細

書の保険料控除額と合致していないので適正な額に訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②のうち、平成 12 年８月１日から 13 年７月１日までの期間にお

いて、申立人が所持する給与支払明細書から、その主張する標準報酬月額（41

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否か

については、事業主は、「給与支払明細書の保険料控除額どおりに納付してい

たはずである。」としているものの、当該事業所は、平成 20 年７月に破産終

結しており、これを確認できる関連資料、周辺事情が見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業



                      

  

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、平成 12年５月１日から同年８月１日までの期間

について、事業主は、申立人の給与は下げていない旨の証言をしているもの

の、申立人は、当該期間に係る給与支払明細書を所持しておらず、ほかに標

準報酬月額 41万円に基づく厚生年金保険料が給与から控除されていたことを

確認できる資料は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

また、申立期間①について、申立人は、給料が下がった記憶は無いとして

いるが、当該期間に係る給与支払明細書を所持しておらず、事業主は、「申立

人の当時の給与について具体的に記憶していない上、関連資料は残存してい

ない。」としていることから当該期間に係る報酬の総額及び厚生年金保険料の

控除額が確認できない。 

このほか、当該期間において、申立人がその主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主から控除されていたことを確認できる関連資料、

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1761 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ本部における資格取得日に係る

記録を昭和 50 年 10 月 22 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を９万 8,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月 22日から同年 11月１日まで              

    申立期間について、Ａ社Ｃ工場から同社Ｄ工場に転勤した際、継続して勤

務していたにもかかわらず、厚生年金保険被保険者期間の空白期間となって

いるので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人の所持する給与明細書、雇用保険の加入記録及び

元同僚の証言などから判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ

工場から同社Ｄ工場に異動）、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められる。 

なお、異動日については、申立人が所持する昭和 50年 10月分の給与明細書

はＡ社Ｄ工場のものであることが確認できる上、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、異動前の同社Ｃ工場に係る厚生年金保険資格喪失日が同年 10 月

22 日と記録されているため、同日と考えられることから、同社Ｄ工場に係る

社会保険を管轄する同社Ｂ本部における申立人の資格取得日は、同年 10 月 22

日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ本部における昭

和 50年 11月のオンライン記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社Ｂ本部は昭和 55年 10月１日にＥ社に営業権を譲渡したことにより



                      

  

厚生年金保険の適用事業所でなくなり、平成 19 年にＥ社を吸収合併したＦ社

によると、「Ａ社の関係資料は残存していない。」としている上、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認め

られない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立てに

係る標準賞与額の記録を 40万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月 21日 

Ａ社から、申立てに係る賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されてい

たにもかかわらず、年金記録に反映されていないことが分かった。正しい記

録に訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社が提出した賞与支払明細書から、申立人が事業主か

ら賞与の支給を受け、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていることが確

認できる。 

また、当該賞与支払明細書における賞与額及び厚生年金保険料控除額から、

申立人の標準賞与額の記録を 40万 2,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該賞与に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出し

ておらず、保険料を納付していないとしていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該期間に係る申立人の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

 



                      

  

栃木国民年金 事案 975 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から５年４月までの期間及び同年６月から６年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から５年４月まで 

             ② 平成５年６月から６年３月まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、国民年金保険料の未納期間があるこ

とが分かった。 

母親から、私が学生の時に国民年金の加入手続を行い、最初に数か月分

の保険料を納付した、と聞いていたので、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自分が学生の時に、母親が国民年金の加入手続を行い、最初に

数か月分の保険料を納付したと主張しているが、その母親は、「申立人の結

婚（平成７年８月）の４年も前の平成３年に国民年金の加入手続を行ったこ

とは無い。」としている。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の資格取得時期

から、平成６年８月に払い出されたものと推認できることから、その時点で、

申立期間①のうち３年４月から４年６月までについては、時効により保険料

を納付することができない期間である。 

さらに、申立期間①のうち平成４年７月から５年４月まで及び申立期間②

については過年度納付が可能なところ、申立人の母親は、「国民年金に加入

後、最初についてのみ数か月分をまとめて納付した。」としており、オンラ

イン記録により、６年４月から同年８月までの５か月分の現年度保険料を同

年８月に納付し、その後は一月ごとに保険料を納付していることが確認でき



                      

  

ることから、その母親の保険料納付に係る記憶はこの期間に係るものと考え

るのが自然である。 

加えて、平成７年５月に、厚生年金保険被保険者期間である同年４月の国

民年金保険料が納付されたため、当該保険料は、最大限遡って納付できる５

年５月分の保険料に充当されていることがオンライン記録により確認できる

ことから、申立期間①及び②は、当初、継続して未納だったものと推認され

る。 

このほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は

うかがえず、申立人の母親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）、周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

  



                      

  

栃木国民年金 事案 976 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年１月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 49年 12 月まで 

    申立期間当時、Ａ区に住んでいて、自分で国民年金の加入手続をし、保

険料を銀行や郵便局で納めていたので、申立期間が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢申立期間当時、Ａ区に住んでいて、自ら国民年金の加入手続を

行い、保険料は銀行や郵便局で納めていた。｣と主張しているが、申立人の国

民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の加入記録から昭和 50 年３月頃に払

い出されたことが推認できるとともに、この時点で申立期間のうち 44 年１月

から 47年 12月までは時効により保険料を納付できない期間である。 

また、当該手帳記号番号が払い出された時期は、特例納付実施期間である

ところ、申立人は、｢過去の分をまとめて納付したことは無かった。｣として

おり、特例納付等により申立期間の保険料を納付したとは考え難い。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡はう

かがえず、申立人が申立期間当時居住していたＡ区以外のＢ町（現在は、Ｃ

市）、Ｄ町（現在は、Ｅ町）及びＦ区において、申立人に係る国民年金被保

険者名簿は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）、周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1763 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月１日から 47 年９月１日まで 

    義理の親が経営していた会社に勤務していたが、子育てのため退職した。

会社の経理等は、全て義理の両親が行っていたが、退職時に脱退手当金や退

職金についての説明は一切無く、自分で脱退手当金を請求し受給した記憶も

無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険の被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和48年２月３日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、会社の事務を担っていた申立人の元義母の記録を確認したところ、申

立人と同一年月日で脱退手当金が支給されていることから、事業主が申立人に

係る脱退手当金を代理請求した可能性が考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1764 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年３月から 52年２月まで 

申立期間について、Ａ社に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の

加入記録が無いことに納得できない。調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び当時の同僚の証言等から、申立人が申立期間の一部にお

いて、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は昭和 60 年９月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所であ

った記録は確認できない。 

また、当該事業所では、「申立期間当時は厚生年金保険の適用事業所ではな

く、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していなかった。」としている。 

さらに、二人の元同僚は、「申立期間当時、厚生年金保険料は控除されてい

なかった。」としている上、オンライン記録により、いずれの元同僚について

も、申立期間は国民年金に加入していたことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


